
静岡県政務活動費の収支報告書に関する事務処理要領 

 （平成 20 年３月 19 日制定） 

（目的） 

第１ この要領は、静岡県政務活動費の交付に関する条例（平成13年静岡県条

例第39号。以下｢条例｣という。）及び静岡県政務活動費の交付に関する規程 

（平成13年静岡県議会告示第２号。以下「規程」という。）に基づく政務活動費

の収支報告書に関する事務処理に必要な事項を定めるものとする。 

（添付書類） 

第２ 条例第９条第３項第１号に規定する証拠書類は、様式第１－１号から様

式第１－５号までによるものとする。 

２ 規程第７条第１号の概要書は、様式第２号によるものとする。 

３ 規程第７条第２号の概要書は、様式第３号及び様式第４号によるものとす

る。 

 附 則 

１ この要領は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 同日前に交付した政務調査費については、なお従前の例による。 

 附 則（平成25年１月４日改正） 

この改正は、静岡県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

（平成24年静岡県条例第64号）の施行の日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 同日前に交付した政務活動費については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正は、平成29年４月１日から施行する。 

２ 同日前に交付した政務活動費については、なお従前の例による。 

附 則 

この改正は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 同日前に交付した政務活動費については、なお従前の例による。  

 



様式第１－１号 
 整理番号  
 

支 出 証 拠 書 
（会派名・議員氏名       ・         ） 

経費項目 調査研究費・研修費・広聴広報費・要請陳情等活動費・会議費・資料作成費・資料購入費・事務費・事務所費・人件費

内 容  

年 月 日 金  額         円     年  月  日～    年  月  日 

 
 

目 的 

 
使 途 

政務活動・  
県政との 
関 連 性 

≪領収書貼付枠≫ 
 
 

 
領収書金額(a) 案分率(b) 政務活動費支出額(a×b)案分の理由 

／ 
％ 円 円

 



様式第１－２号 
 整理番号  
 

支 出 証 拠 書（各種団体会費） 
（会派名・議員氏名       ・         ） 

経費項目 調査研究費・研修費 

内 容  

年 月 日 金  額         円     年  月  日～    年  月  日 

 
 

会の趣旨・  
目 的  

 
会の活動  
内 容 等  

 政務活動・

県政との 
関 連 性 
≪領収書貼付枠≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 添付書類：団体の会則・事業概要・その他（          ） 

 
領収書金額(a) 案分率(b) 政務活動費支出額(a×b)案分の理由 

／ 
％ 円 円

 



様式第１－３号 

 

 整理番号  
 

支 出 証 拠 書（入館料） 
（会派名・議員氏名       ・         ） 

経費項目 調査研究費 

内 容  

年 月 日 金  額         円     年  月  日～    年  月  日 

 
 目 的 

 応対者 

政務活動・  
県政との 
関 連 性 

≪領収書貼付枠≫ 
 
 

 
領収書金額(a) 案分率(b) 政務活動費支出額(a×b)案分の理由 

／ 
％ 円 円

 



様式第１－４号 
整理番号   

支出証拠書（自動車燃料代） 

【      月分】        （会派名・議員氏名      ・        ） 

今回(直近の)給油 Ｂ 総走行距離 Ｃ＝Ｂ－Ａ 区 分 前回給油(領収書貼付分) Ａ

  年 月 日 年   月  日 年   月  日 

走行距離 ｋｍ ｋｍ ｋｍ

 
（経費項目別充当額） 

経費項目 走行距離（ｋｍ） 積 算 方 法 ※ 充当額（円）

事 務 費       円×     ｋｍ／      ｋｍ    

 ※単価による充当方式   ：単価（円）×走行距離（㎞） 

 ※領収書による充当方式 

・積上げ方式      ：領収書金額（円）×走行距離（㎞）／総走行距離（上記Ｃ）（㎞） 
  ・充当限度割合による案分：領収書金額（円）×充当限度割合 

≪支払証明≫上記のとおり支払った（充当した）ことを証明します。  議員氏名           

 
≪領収書貼付枠≫ 
 

 
領収書金額(a) 案分率(b) 

 

政務活動費支出額(a×b)

／ 
案分の理由 

％ 円 円

 



 

月 日 内      容 行  程 走行距離(㎞)

    

    

  
 

 

  
 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合     計   

 



様式第１－５号 

 

支 払 証 明 書 
（会派名・議員氏名       ・         ） 

 
（整理番号        ） 

 

下記のとおり支払ったことに相違ありません。 
 

  年  月  日 
 

議員氏名              
支払先 内容・積算の内訳 金  額（円） 

    
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
   
 
 
 ※ 本様式は、公共交通機関で領収書等が発行されない場合の運賃（例：私鉄・路線バス等への現金

乗車）及び回数券で有料道路を利用した場合の１回分の利用料金に限り使用することができる。 



様式第２号 

 
 

県 外 調 査 概 要 書 
  年  月  日 

 
会派名・議員氏名 

 
    

目 的 
 

年 月 日  

場 所  

１ 行程 
 
 
２ 応対者 
 
 
３ 聴取内容 
 

内 容 
 
 

  
 
 
４ 県政への反映 
 
 
 
 
 

＊本概要書は、県外における調査研究活動のために政務活動費を支出した場合に提出する。 

 



様式第３号

事務所状況概要書

会派名

議員氏名

　１　所在地

　 住所

　２　所有区分

□専用事務所

　　　延べ床面積（専有面積） ㎡

　□賃貸物件 契約先（ ）

　□自己所有

　□その他 （ ）

□自宅兼事務所

　　　延べ床面積 ㎡

　　　うち事務所面積 ㎡

　３　他用途との兼用の有無

　　 □有  ・後援会事務所　・政党事務所　・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

□無

　４　駐車場

　 □有

　□賃借物件（来客専用　　　　　　　　　　台、来客兼用　　　　　　　　　　　台）

　□自己所有（来客専用　　　　　　　　　　台、来客兼用　　　　　　　　　　　台）

□無

　５　事務所費の支出状況

項　　目 支払額/月 案分率 案分後の充当額/月

事務所賃貸料 円 ／ ％ 円

駐車場賃貸料 円 ／ ％ 円

＊本概要書は、事務所費の支出がある場合に作成する。

＊上記について、必要な箇所を記入すると共に、□の該当する項目にレ印を、また、選択する項目を○で囲む。



様式第４号

職員雇用状況概要書

会派名

議員氏名

氏名 雇用期間 雇用形態 従事内容 給与支給状況

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

  年 　月　～　　年 　月

□常勤
□非常勤

・政務活動事務専属
・兼務(後援会・政党・その他) □月給(　  　　　円)

□日給(　     　 円)
□時間給(　      円)□直接雇用

□派遣等
□案分率（　/　）□勤務実績

保管書類 □雇用契約書　□賃金台帳　□出勤簿等　□租税関係　□社会保険関係

＊本概要書は、人件費の支出がある場合に作成する。

＊保管書類は、直接雇用の場合に作成・保管しなければならない書類である。

＊上記について、必要な箇所を記入すると共に、□の該当する項目にレ印を、また、選択する項目を○で囲む。
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